
新型コロナウイルス感染症下における看護系大学の臨地実習の
在り方に関する有識者会議

第２回有識者会議
臨地実習の実態と課題について

社会福祉法人恩賜財団済生会
大阪府済生会中津病院
今西裕子
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１．看護基礎教育における臨地実習の受け入れに
ついて現状と課題について
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１１月 大阪府看護協会にて「コロナ禍における臨床実習ガイドライン（後に基本方針）
作成」ワーキング発足

参加者 大阪府健康医療部医療対策課 課長補佐 澤井朋子
総括主査 尾崎倫子

認定看護管理者会 近畿ブロック役員 千種保子（八尾市立病院）

大阪府看護協会府東支部理事

全国済生会看護部長会 役員幹事 今西裕子（大阪府済生会中津病院）

大阪府看護協会市北支部理事

大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 教授 大野ゆう子
大手前大学国際看護学部看護学専攻科 教授 山本純子

大阪府下看護系大学情報交換会

藍野大学医療保険学部看護学科 学科長 本多容子
大阪府下看護系大学情報交換会

教授 西上あゆみ
大阪府下看護系大学情報交換会

大阪府看護学校協議会 会長 鳥井元純子（美原看護専門学校）
副会長 水方智子（松下看護専門学校）

大阪府看護協会 会長 高橋弘枝
専務理事 千葉鐘子
常務理事 小野恵美子
教育研修部長 藤井照代
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ワーキングでの現状と課題 （11月～3月まで5回開催）
（11月時点で大阪府はフェイズ４感染者は増加傾向）

学校側 （病院・施設に対して）

①詳細なマニュアルを作成して感染対策をしている
・健康管理の方法から、マスクの所持管理方法、学内での過ごし方など
・病院に併設されている大学などは病院の職員の予防対策に準じて行っている

②実習施設によって学校に求める対策や方法が違うので教員や学生が戸惑うことがある
・実習の可否以外に検温の回数や基準、予防用具まで違いがある
・事前PCR検査の条件（費用の問題）、必要な衛生材料や用具の問題

③老年や在宅実習は「家族さえ会えないのに」と実習を拒まれる
・倫理的な課題もあるが、検討や対策が不十分

学校側 （学生・保護者に対して）

①保護者も学生もこの時期に実習に行かなくてもとよいのではと考えている
・病院の感染対策に対する説明不足
・医療職を目指すことの基本的な役割や課題を共通認識する重要性（感染症やその他院内感染
など）

4



臨床側 （学校に対して）

①臨床としての学生用のマニュアルがない
・基本的には職員の規定と同様のもの
・学校側のマニュアルは学校によって違いがあり、臨床でも混乱している

②情報共有が不足しており、コロナ禍で何を優先して学ばせるか共通認識が不足
・病院は当初、患者・職員のコロナ対策に追われており、病院のマニュアル整備に追われていた
・対策において病院間で格差があることも認識されていなかった

③健康管理はどこが責任を持つのか
・学生のコロナ罹患や学生からの病院への持ち込みの可能性について十分な話し合いや検討
ができていない
・事前PCR検査の条件（費用の問題）、必要な衛生材料や用具の問題など

臨床側 （臨床に対して）

①実習環境整備をすることは、コロナ禍において新人看護師をどのように育成する
のかという臨床自らの課題に取り組む準備となる
・コロナ禍における実習環境を整備することはこれからの新人看護師育成の方法やガイドライン

の見直しなどの足がかりとなる
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１基本的な考え方

新型コロナウイルス感染症（COVID-19)は目や鼻、口の粘液から感染する飛沫

および接触感染が主といわれている。COVID-19は無症状でも感染していること

があるため、自らが感染源になりうることを自覚し、また、すべての方が感染者

かもしれないという危機感をもって感染対策を行う必要がある。

臨地実習においては学生、学校、実習施設それぞれが、COVID-19について正

しく理解した上で、適切な感染対策を実践し、感染およびその拡大リスクの低

減に可能な限り努める。また、学生および看護実習対象者（担当患者・利用者）

の安全を最優先とし、学生に不利益のない学習環境の確保に努め、安心して

臨地実習が行われるようにする。
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ワーキングが重要と考えた点

①臨地実習を進めるための方針を作成する（実習の重要性）

②当初はガイドライン作成としたが、マニュアルやガイドラインのように強制的な
ものではなく、基本的な方針に沿って学校や施設がアレンジできればよい
何よりも学生自身が手にとって、自ら行動できるガイドになればよい

学生、学校、実習施設の三者にとって目的や方向性が示せること
それぞれが役割を果たすための行動の手引きになること

③基本方針をもとに学校、施設側が共通に話し合うツールにできること

④濃厚接触者、感染者など不安に感じる用語の定義や実習可能な条件を記載
したことで学生の不安の軽減につなげること

⑤医療者を目指す学生に対して自らの行動指針につながる情報を提供したこと

⑥実習施設側の環境作り（ハード面、ソフト面）の提案になること
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